
事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

4 4

75.0% － －

－申請書類の過誤件数

目標

12

75.0%

－

12

3 3

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －100.0%

－ －

（氏名）市民部長 新川　昭夫

％ 75.0%

実績 3
件

12

毎月掲載

所属

6 6

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

職員参加率4 4

67.0%

目標値

Ｈ23
年金事務所との連携により、年金制度等について最新情報を広報等で周知することができ
た。

495 171

他団体等
の状況

-5,068

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

市民部　総合窓口課施策コード

特に実施していない

1.80

国民年金事務の担当部署の再検討。（他市等では、保険課が担当。）

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

国民年金制度等の周知を図る必要がある。
職員のスキルアップを図る必要がある。

0 14,562

★

-5,005

0

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

指標の説明

Ｈ24決算

171 1.80
普通

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
3.1.4.1.1

495

Ｈ26予算

経費区分

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

法定事務 -5,005 -5,068 14,562
国民年金事務335

－ －

－ －

12

目標

実績

達成率 ％

1212

100.0%

施策指標名

67.0%

％ 100.0%

回

単位

4 44

達成率

広報誌掲載回数

目標 12

達成率

実績 12

Ｈ25

－

6 6 6

67.0%

4

Ｈ26 Ｈ28

件
－

専門職員の育成 研修会への参加

評価値の推移

研修会参加率 実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標

合計

広報誌への掲載・相談業務

④　施策の意図、
今後の展望

年金事務に対する職員の習熟度を向上するための研修会への参加。
広報あきたかたを活用し、毎月、国民年金制度の周知を行う。

③　施策の現状と
課題

国民年金制度の周知

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

法定受託事務であり、申請内容等の不備を無くすとともに事務効率を上げる。
国民年金制度の周知を図る。

重点化

①　住民意識調査
結果

電話

役職・氏名国民年金制度の周知・加入の促進

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

課長　佐々木　早百合
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-42-5616

基本方針

14012

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

14012 市民部 総合窓口課（国民年金制度の周知・加入の促進）.xls



事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

高齢者や障害のある人など日常生活を送るうえで様々な支援を
必要とする人々が、住み慣れた家庭や地域で社会の一員として
充実した生活を送るためには、住民相互扶助による地域社会づく
りが重要である。

14 14

100.0% － －

－専門部会開催回数

目標

1,014

78.6%

－

1,733

11 14

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －100.0%

－ －

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 114.3%

実績 16
回

1,014 3団体（遺族会・保
護司会・原爆友の
会）

所属

19 19

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

法人本部の運営に
係る人件費補助

21 20

社会福祉団体の活動支援

105.0%

目標値

ソフト事業

法定事務
267 援護事務事業

Ｈ23

社会福祉団体援
助事務事業

安芸高田市社会福祉協議会に対する人件費補助については、合併前に行われた行政の調
整案（人件費・補助事業・委託事業）に基づき合併後も調整を進め、現在に至っている。

84,258 84,303

他団体等
の状況

76,411

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　社会福祉課施策コード

264

265

2.75

社会福祉協議会に係る人件費補助対象人数、及び補助額については、継続的に検討を行
う。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

社会福祉協議会への人件費補助については、事業区分を明確にし地域福祉の推進を図るた
め、公共性・公益性の高い事務を行う事務局職員に対して人件費補助を行う。ただし、本所・
支所の人員配置については、この間の協議に基づき引き続き規模の適正化について検討・調
整する。

・主任児童委員会
・生活福祉部会
・在宅福祉部会
・児童福祉部会
・障害者福祉部会　　・広報部会

76,386 22,24776,469

85,545

法定事務 20 337 353 11,326
513

社会福祉法人等の
指導監査事務事業

353
重点配分1.3.1.1.1.2

20 350 1.40

1,618

普通

1.3.1.1.1.2
1,58187

135

1,666

うち一財 うち一財 うち一財

66

66

Ｈ25決算

1,014

1,733

57,48758,484

58,484

1,075

1,075

指標の説明

Ｈ24決算

22,747 23,631 0.70
普通

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.1.1.1.2

22,436

Ｈ26予算

経費区分

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

市民児協活動補助
金含む法定事務 14,647 14,881 15,731 5,663

民生委員活動援
助事務事業

263

－ －

－ －

1,075

目標

実績

達成率 ％

1,0751,733

100.0%

施策指標名

95.0%

％ 100.0%

千円

単位

14 1414

達成率

福祉団体に対する活動
助成金

目標 1,073

達成率

実績 1,073

Ｈ25

★

－

20 19 20

105.3%

19

Ｈ26 Ｈ28

既存

既存

1.3.1.1.1.2
59,896

補助金・負担金 59,896

1,733
1.3.1.1.1.2

人
－

0.15
高い

0.20
普通

既存

社会福祉協議会の活動支援 人件費補助対象人数

評価値の推移

人件費補助対象人員 実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標

合計

福祉団体に対する活動助成金

民生委員・児童委員一人当たりの活動日数

④　施策の意図、
今後の展望

・地域福祉の中心的役割を担う社会福祉協議会の活動を支援する。
・民生委員・児童委員の活動を支援する。
・福祉活動の推進を図るため社会福祉団体の活動を支援する。

前年度並
み配分

1,618

0.20

③　施策の現状と
課題

1.3.1.1.1.2
86

1,666

補助金・負担金

既存

既存

809

1,568

1,394 0.10
266

困窮者援助事務
事業

87

86

民生委員・児童委員の活動支援

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

地域住民と密接な関係にある社会福祉協議会や民生委員児童委員協議会等、関係機関と連携を
強化し、地域における相談体制の充実、状況把握、共助としての住民参加の推進等地域福祉活動
の充実を促進する。

重点化

①　住民意識調査
結果

普通
前年度並
み配分

普通

電話

役職・氏名

前年度並
み配分

重点配分
57,487

社会福祉協議会事
業援助事務事業 1,213

1,014

地域福祉活動の推進

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

岡島　勤
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826 - 42 -5615

基本方針

16005

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16005 福祉保健部 社会福祉課（地域福祉活動の推進）.xls



課長　岩﨑　猛
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1281

基本方針

16006
電話

役職・氏名

所属

①　住民意識調査
結果

ふれあいプラザ（5箇所）の公的関与の見直し 地元振興会等への無償譲渡等

施設利用者数

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

①老人福祉センターの老朽化が進んでおり、今後の施設利用者数の動向を見据え管理形態と併
せて改修等の検討を行う。②施設の適正配置をすすめる中で、施設の存続・統合・廃止・民営化等
の検討を行う。

重点化

③　施策の現状と
課題

％

目標
施設

－

－

－ － 5

－

5

Ｈ25

★

Ｈ26 Ｈ28

目標値評価値の推移

Ｈ24

合計

延べ施設利用者数

④　施策の意図、
今後の展望

目標

達成率

実績

施策指標名

100.0%

％

単位

4,000 4,000－

達成率

－ －

－

施設利用者数

ふれあいプラザ（5箇所）
の公的関与の見直し

実績

達成率

目標

実績

達成率 ％

社会福祉施設運
営事業

269

－ －

－ －

Ｈ23
他団体等
の状況

－ －

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

施設維持管理 15,846 160,702 4,822
前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.1.8.1.1

15,846

Ｈ26予算

経費区分

指標の説明

Ｈ24決算

160,702 0.60
普通

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

0

平成26年度において、公共施設の管理の見直しについて検討を行うこととしており、その結果
に基づいて関係団体と計画的に協議を進める必要がある。

延べ施設利用者
数

0 4,822

平成26年度において、公共施設の管理の見直しについて検討を行うこととしており、吉田老人
福祉センター、・高宮老人福祉センター・ふれあいセンターいきいきの里について公的な関与
（維持・移管・廃止）の見直しを進める。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

安芸高田市行政改革大綱　視点4　施設の適正配置と財産の有効活用を促進する改革に基
づき、｢ふれあいﾌﾟﾗｻﾞ（5施設）｣の地元移管等を進める。又、各福祉ｾﾝﾀｰ等への公的な関与
について見直しを行い計画的な管理（維持・移管・廃止）の実施計画を作成する必要がある。

5施設の内、4施
設：譲渡、1施設：
指定管理

15,846

①吉田老人福祉センター、・高宮老人福祉センター・ふれあいセンターいきいきの里の公的な関与
の見直しを行う。②ふれあいプラザ（5箇所）の公的関与の見直しを行う。

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　高齢者福祉課施策コード

高齢化が進む中、高齢者の健康の増
進、教養の向上及びレクレーションの
ための便宜を総合的に供与し、高齢者
が健康で明るい生活を営むことができ
る環境づくりを促進するために施設が
求められている。

0.6015,846 160,702

160,702

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ －

実績 －
人

6,248 96,714

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －

－ －

－

目標

156.2%

－

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

4,000 4,000

2417.9% － －

－

－

社会福祉施設の運営

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16006 福祉保健部 高齢者福祉課（社会福祉施設の運営）.xlsx



課長　岩﨑　猛
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1281

基本方針

16008
電話

役職・氏名

所属

①　住民意識調査
結果

要支援者の維持・改善率
要介護状態区分が、更新・変更認定において維持又は軽度に
なった割合

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

①要支援１，２の高齢者のケアプランの作成及び、一定期間毎にサービス提供後の評価及び、再
アセスメントを行い、介護予防プランの見直しを行っている。
②介護予防プラン作成のための相談業務を居宅介護支援事業所へ一部委託しているが、逓減制
があるため制限がある。

重点化

③　施策の現状と
課題

％

目標
％

－

－

75 70 70

90.0%

60

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ28

目標値評価値の推移

Ｈ24

合計

④　施策の意図、
今後の展望

目標

達成率

実績

施策指標名

85.7%

％

単位

達成率

63 63

84.0%

要支援者の維持・改善率 実績

達成率

目標

実績

達成率 ％

介護予防支援事
業

278

－ －

－ －

Ｈ23
他団体等
の状況

70 70

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

法定事務 18,442 18,787 18,483
前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
14.2.1.1.1.1

18,442

Ｈ26予算

経費区分

指標の説明

Ｈ24決算

18,787 2.30
普通

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

0

①後期高齢者の増加による在宅での要支援者の増加に対応するため、適切なケアプランの作成
に努める。
②介護予防サービス利用者の増加により介護予防プラン作成件数が増加しており、職員の負担が
増加している。非常勤職員の増や委託件数を増やすことで対応をしているが、高齢者支援センター
（地域包括支援センター）を委託する等検討を進める必要がある。

0 18,483

在宅の要支援者の増加に対応し、生活機能が低下をしないよう、介護予防ｻｰﾋﾞｽ利用者に
合ったケアプランを作成する

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

各種研修等に参加し、専門性を高め、介護予防支援を行うことができている。更新・変更認定に
おいて維持又は軽
度になった割合

18,442

①介護予防サービス利用者のニーズに合った介護予防サービス計画を作成し、心身の状態を向上
又は維持し介護予防に努める。
②介護予防サービス利用者の増加により介護予防プラン作成件数が増加しており、職員の負担が
増加している。非常勤職員の増や委託件数を増やすことで対応をしているが、事務の効率化を進
める必要がある。

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　高齢者福祉課施策コード

第5期介護保険事業計画の「高齢者に
関する実態調査」によると、介護が必
要になったとき、暮らしたい場所として
は「自宅」が64.8％、介護施設が26.4％
という結果となり、出来る限り自宅で生
活したいという希望となっている。

2.3018,442 18,787

18,787

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％

実績

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －

－ －

－

目標

－

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

－ －

－

－

介護サービス特別会計運営事業

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16008 福祉保健部 高齢者福祉課（介護サービス特別会計運営事業）.xlsx



課長　岩﨑　猛
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1281

基本方針

16013
電話

役職・氏名

所属

前年度並
み配分

重点配分一次予防事業
3,215

6,831

13.4.2.4.1.1
340

0.40
普通

0.85
普通

13.4.1.2
26,214

①　住民意識調査
結果

普通
前年度並
み配分

高い

既存

既存

8,036

371

1.00
292 権利擁護事業

2,976

234

重点配分
0.80

いつまでも自宅で生活したい
第1号被保険者の内、未認定者の割合
H25年度以降は指標計算方法を変更（要介護認定を受けなかった者/通所型
介護予防事業参加者）

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

①高齢化の進行により後期高齢者、認知症高齢者、在宅の要介護者が増加している。
②高齢者の単独世帯や高齢者のみの世帯が増加している。
③介護ｻｰﾋﾞｽ基盤の整備を推進する必要がある。
④高齢者がいつまでも自宅で生活したいという願いに応えるため、高齢者の権利を守り、在宅介護
ｻｰﾋﾞｽ基盤、地域医療体制及び、地域生活を支えるサービスが求められる。

重点化

③　施策の現状と
課題

％

目標
率

－

－

80.00 80.00

94.5%

86.39

法定事務 26,214

9,592
13.4.2.3.1.1

Ｈ25

★

Ｈ26 Ｈ28

13.4.2.5.1.1

目標値評価値の推移

Ｈ24

法定事務

合計

④　施策の意図、
今後の展望

目標

達成率

実績

施策指標名

108.0%

％

単位

達成率

75.56自立率 実績

達成率

目標

実績

達成率 ％

二次予防事業288

－ －

－ －

Ｈ23
他団体等
の状況

80.00 80.00

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

法定事務 12,736 21,993 4,420
重点配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
13.4.1.1

12,736

Ｈ26予算

経費区分

33,496

9,098

9,098

指標の説明

Ｈ24決算

21,993 0.55
高い

うち一財 うち一財 うち一財

949

387

Ｈ25決算

3,909

33,496

6,429

9117,299

0

後期高齢者の増加、在宅の要介護者、在宅の認知症高齢者の増加に対応するため、ニーズ
に応える支援策が必要。

0 28,931

①地域生活を支えるｻｰﾋﾞｽについては、制度の周知を図り、ｻｰﾋﾞｽの利用率を高める必要が
ある。②各ｻｰﾋﾞｽについて、ニーズに対応した見直しが必要。③今後の在宅高齢者の増加に
対応するため、財源確保、ｻｰﾋﾞｽの重点化が必要。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

①要介護認定率と、軽度介護認定者(要支援1.2)及び、独り暮らし高齢者の割合には関係が
あるため、独り暮らし高齢者のケアが要介護認定率を下げる要因となる。

要介護認定を受けな
かった者/通所型介
護予防事業参加者
 

46,069

①いつまでも自宅で生活したいという願いに応えるため、地域での生活を支援するサービスを充実
する必要がある。
②公的サービスではか賄いきれないきめ細やかな支援を行うため、地域全体の介護力を高める施
策を推進する必要がある。
③在宅で介護している家族を支援する必要がある。

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　高齢者福祉課施策コード

289

290

第5期介護保険事業計画の「高齢者に関
する実態調査」による第5期介護保険事
業計画の「高齢者に関する実態調査」に
よると、介護が必要になったとき、暮らし
たい場所としては「自宅」が64.8％、施設
が26.4％という結果となった。

3.60

総合相談事業

56,181 66,447

65,345

法定事務

法定事務
293

包括的・継続的ケア
マネジメント支援事業

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％

実績

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －

－ －

－

目標

－

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

－ －

既存

既存

－

－

地域支援事業

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16013 福祉保健部 高齢者福祉課（地域支援事業）.xlsx



福祉医療の充実

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

中元　寿文
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-42-5633

基本方針

16017
電話

役職・氏名

前年度並
み配分

前年度並
み配分84,096

重度心身障害者医
療公費負担事業 2,987

3,917

障害者福祉の支援として、重度心身障害者医療公
費負担事業がどの程度利用されているか。

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

乳幼児医療公費負担事業・重度心身障害者医療公費負担事業・ひとり親家庭等医療公費負担事
業は、養育支援、経済的支援、生活支援として、疾病の早期発見・早期治療の促進を図り、健やか
な生活を送るために取り組んでいる。また、対象者の保健・福祉の向上に寄与している。本市は、
乳幼児医療公費負担は所得制限の廃止をしているが近隣市町で個々の動きがあり、対象年齢の
拡大を図ったとき、財源確保は今後の課題である。

重点化

①　住民意識調査
結果

2,179

③　施策の現状と
課題

法定事務

合計

受給者一人当りの受診件数

受給者一人当りの受診件数

④　施策の意図、
今後の展望

医療費の一部を助成することで対象者の健康の保持及び増進・福祉の向上を寄与する。
誰もが安心して、健康で文化的な生活が送れるように、社会的、経済的に弱い立場にある人々の
保健の向上と福祉の向上に資するために継続する。
乳幼児医療公費負担事業については、子育て支援の一環として対象者の拡大を図る。
医療費の助成とともに、相談体制や療育体制の充実を図る。

対象年齢
庄原市入通
院とも
小学校6年生

評価値の推移

乳幼児医療公費負担事
業
受給者一人当り受診件数

実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標
件

－

0.37
高い

0.27
高い

子育て支援の一環として、乳幼児医療公費負担事
業がどの程度利用されているか

受給者一人当りの受診件数　　受給者一人当り医療費　

既存

既存

03.01.05.01.02
156,936

法定事務 80,039

10,838
01.02.05.01.01

Ｈ25

★

－

13.39 13.36 13.26

97.6%

11.2

Ｈ26 Ｈ28

重度心身障害者医療公費
負担事業
受給者一人当り受診件数

目標 25.11

達成率

実績 22.01

施策指標名

84.5%

％ 87.7%

件

単位

22,028 22,23717,823

達成率

97.5%

8.95

24.7924.49

10.91

106.0%

10.66 9.66
件

22.01

ひとり親家庭等医療公費負
担事業
受給者一人当り受診件数

目標 10.97

実績 10.7

達成率 ％

乳幼児等医療公
費負担事業

302

85.4% － －

9.1 － －

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

82.0%

法定事務 47,518 53,513 55,532 5,085
前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
03.02.05.01.02

62,647

Ｈ26予算

経費区分

77,881

10,062

6,273

指標の説明

Ｈ24決算

67,852 71,983 0.63
高い

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

7,828

7,097

168,159154,228

134,654

247,970

事業全般としては、基本的に継続とし、適用条件等の詳細事項については、県事業の動向や
社会情勢・市民ニーズ等により見直しを行っていく必要があると考える。保健福祉の向上を図
るために、各制度を周知し、対象者が利用できるようにする。

医療費総支給額
÷受給者数

143,545 10,251

入通院とも小学校6年生までとしているが25年度より中学生ま
で拡大実施する

事業全般としては、基本的に継続とし、適用条件等の詳細事項については、県事業の動向や
社会情勢・市民ニーズ等により見直しを行っていく必要があると考える。保健福祉の向上を図
るために、各制度を周知し対象者が利用できるようにする。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　保健医療課施策コード

309

322

支給状況　　　　　支給額(千円）　　　　支給件数　　　　受診者数
　　　　　　　　　　H23　　　 H24　　　 H23　　 H24　　　 H23　　H24
乳幼児医療　54.861　　54.937　　33.257　36.147　　2.615　2.772
重度医療　　148.728　147.311　　29.121　31.834　　1.323　1.300
ひとり親等　　　7.290　　 7.013　　 2.870　　2.910　　　269    325
                    1人当り受診件数　　　　1人当り医療費（円）
乳幼児医療　　12.72　　13.04　　　  　20.979　　　19.818
重度医療　　 　22.01  　24.49　　　　 112.417　　113.316
ひとり親等　　  10.7　　　8.95   　     　29.443　　 21.581

1.27

Ｈ23

ひとり親家庭等医
療公費負担事業

市 乳幼児医療の拡大

各事業受診件数は横ばい傾向で、乳幼児医療の一人当り医療費については減少傾向にある。乳幼児医療に
ついては、25年度より中学生まで拡大実施することにしたので、23市町中３市町、入通院とも中学生までが３
町、他の市町は就学前あるいは小学校３年生までとなっており、本市は負担の軽減に寄与していると考える。
重度心身障害者医療・ひとり親家庭等医療については、３市町を除き県の基準のとおりである。

230,421 232,142

他団体等
の状況

137,667

所属

13.02

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

支給件数÷受給
者数

12.27 13.04

家庭の負担を軽減し生活の安定のために、ひとり親家庭
等医療公費負担事業がどの程度利用されているか

91.6%

目標値

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 117.7%

実績 20,979
円

26.12
支給件数÷受給
者数

19,818 17,863

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －112.6%

－ －

－

支給件数÷受給
者数

乳幼児医療公費負担事
業
受給者一人当り医療費

目標
三次市
入通院ともに
中学校3年生

広島市・府中
町・海田町は無
料・1医療機関1
日200円

90.0%

－

23.11

事務事業名ＣＤ

広島市・府中
町は無料・1
医療機関1日
500円

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

乳幼児医療について、市では、所得制限を廃止し単市で実
施している。本年より対象者を就学前までの乳幼児から中
学生までに、対象者の拡大して実施ている。

20,360

80.3% － －

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16017 福祉保健部 保健医療課(福祉医療の充実).xls



事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

就学前児童の親の半数以上、小学生児童の親の４割以上
が子育ての不安感や負担感を感じておられる。

650 650

86.9% － －

－子育て相談回数

目標

50

107.1%

－

-

696 565

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －119.0%

－ －

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 101.5%

実績 462
件

50 「安芸高田市虐待
等防止ネットワー
ク」

所属

1791 1791

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

2月期支払い実績

1938 1836

要保護児童対策

100.7%

目標値

ソフト事業

ソフト事業
521

児童福祉総務管
理事業

Ｈ23

育児支援家庭訪
問事業

高齢者福祉課

社会福祉課 障害者虐待防止センター運営事業

　少子高齢化が進むなかで、子育てに悩みを抱える親が増加している。また、核家族化や地域とのつな
がりが薄れて行く世の中で、相談する相手が見つからない人も増加していると考えられる。
　子育て支援センターを中心とした子育て支援のための相談業務の重要性が益々増大している。

450,566 449,392

他団体等
の状況

72,597

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　子育て支援課施策コード

304

307
子育ての不安感や負担感
(次世代育成支援ニーズ調査)

　非常に不安や負担を感じる　　　　　　 　10.2%
  どちらかと言えば不安や負担を感じる　 45.5%
　あまり不安や負担などは感じない　　　  37.3%
　全く感じない　 　　　　　　　　　　　　　　　 　5.1%

2.50

母子保健事業保健医療課

　こどもの発達障害による育児不安や保護者自身の精神的な課題などによる養育困難な事例が増加傾
向にある。　発達障害に対する正しい理解や支援する職員のスキルアップなど支援体制の強化を図る
必要がある。　平成26年6月1日に安芸高田市こども発達支援センターを新たに設置して、発達に弱さを
抱える子どもと保護者への支援を乳幼児のできるだけ早い時期から実施する。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

　育児不安や養育困難などに対する保護者支援のケースは増加傾向であり、さらに、支援に時間を要
するケースも増えているため、事例研修等に参加することにより相談・支援を担当する職員のスキル
アップを図る。　安芸高田市虐待等ネットワーク会議を活用し、養育環境に課題のある児童（要保護児
童）への対応について、関係機関・団体、関連する職務を行う者が連携を密にして、迅速かつ適切な対
処を組織的に実践する。

児童家庭相談及び
子育て相談受付件
数

71,079 20,315

虐待防止ネットワークによる庁内関係部署との連携

権利擁護事業

虐待防止ネットワークによる庁内関係部署との連携

★

80,063

438,281

2,844
1.3.2.1.1.1

6591,069

4,367

813

うち一財 うち一財 うち一財

4,367

4,367

Ｈ25決算

200

0

00

0

0

0

指標の説明

Ｈ24決算

虐待防止ネットワークによる庁内関係部署との連携

444,366 432,901 1.25
高い

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.2.5.1.1

445,285

Ｈ26予算

経費区分

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

法定事務 74,782 67,571 65,699 10,158
子ども手当(児童
手当）給付事業

303

－ －

－ －

42

目標

実績

達成率 ％

5042

－

施策指標名

97.5%

％ －

回

単位

650 650650

達成率

ケース(担当者)会議開催
回数

目標 -

達成率

実績 36

Ｈ25

－

1925 1938 1836

94.7%

1791

Ｈ26 Ｈ28

既存

既存

1.3.2.4.2.1
0

ソフト事業 0

0
1.3.2.4.2.1

人
－

0.45
普通

0.05
低い

児童手当の支給 受給者数

評価値の推移

児童（子ども）手当受給者
数

実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標

合計

ケース会議開催回数

相談人数・相談件数

④　施策の意図、
今後の展望

　子育ての不安や悩みを相談できる体制及び子育て世代が交流できる体制の充実を図るため、子
育て支援センターでの相談事業の実施と子育てサークルの支援などを行う。
　子育て家庭の生活の安定に寄与するとともに次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するた
めに児童手当を支給して、子育て世代を総合的に支援する。

前年度並
み配分

406

0.35

③　施策の現状と
課題

1.3.2.4.2.1
4,212

813

ソフト事業

既存

既存

3,250

659

4,367 0.40
308

子育て支援等相
談事業

1,069

4,212

子育て支援センターの充実

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

　本市においても顕著に少子高齢化が進行し、14歳までの人口比率・出生者数も減少基調であり、
また小家族化傾向にあり、子育ての不安や悩み等を相談できる子育て支援体制の充実が急務と
なっている。

重点化

①　住民意識調査
結果

高い
前年度並
み配分

低い

電話

役職・氏名

前年度並
み配分

前年度並
み配分0

要保護児童対策
事業

「安芸高田市虐待等防
止ネットワーク」3,657

200

子育て支援の充実

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

課長　可愛川　實知則
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1283

基本方針

16018

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16018 福祉保健部 子育て支援課（子育て支援の充実）.xls



障害福祉の充実（社会福祉課）

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

岡島　勤
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826 - 42 -5615

基本方針

16019
電話

役職・氏名

重点配分

前年度並
み配分496

権利擁護事業
7,281

22,833

住み慣れた地域で生活する共生社会の実現

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

　障害のある人の自立を支援するため、在宅福祉サービスや施設サービスを活用しながら、住み慣
れた地域で安心して快適に暮らしていけるよう、障害福祉サービスの向上と生活の自立支援の充
実を図る必要がある。
　障害のある人も社会の一員として地域で生活し、生きがいや夢を持って活動できるようスポーツ
や文化芸術活動への参加促進を図るため移動支援事業やコミュニケーション支援事業の推進が必
要である。

重点化

①　住民意識調査
結果

高い 重点配分

普通

既存

既存

6,876

1,000

30,619 0.85
313

社会参加支援事
業

636

13,367

前年度並
み配分

8,899

0.40

③　施策の現状と
課題

既存

既存

1.3.1.2.2.1
27,546

1,715

法定事務

合計

障害者団体等事
業

施設訓練等により自立へ向けた生活を目指
す

施設訓練等利用人員

民間企業における障害者の雇用率

共同生活援助（グループホーム）利用者

④　施策の意図、
今後の展望

・障害のある人が適切な福祉サービス等を利用して地域でその人らしい生活が送れるよう支援する
・相談支援事業の充実を図りサービス利用に関する相談など総合的に支援する
(平成26年6月、障害者基幹相談支援センター開設)
・在宅福祉サービス・施設福祉サービスの充実を図る
・自立の促進と社会参加促進
・障害のある人が地域で生活できるよう市内の共同生活援助（グループホーム）の活用を図る

評価値の推移

居宅介護等（ホームヘル
プサービス）利用実人員

実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標
人

－

0.90
普通

1.10
高い

既存

在宅福祉の向上と生活の自立支援の充実 居宅介護（ホームヘルプサービス）利用実人員

法定事務

既存

既存

1.3.1.2.2.1
176

法定事務 176

24,987
1.3.1.2.2.1

Ｈ25

★

－

67 75 102

74.7%

56

Ｈ26 Ｈ28

施設訓練等月平均利用
人員

目標 260

達成率

実績 224

施策指標名

54.9%

％ 86.2%

人

単位

54 6169

達成率

197206

79.2%

260

目標

実績

達成率 ％

自立支援給付事
業

310

－ －

－ －

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

法定事務 188,100 203,079 219,386 11,730
重点配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.1.2.1.1

804,725

Ｈ26予算

経費区分

0

24,969

24,969

指標の説明

Ｈ24決算

障害者の権利擁護のため、庁内関係部署との連携

805,579 824,870 1.45
高い

うち一財 うち一財 うち一財

28,613

14,038

Ｈ25決算

22,833

24,987

4960

3,236

高い

1.3.1.2.2.1
1,0001,252

17,969

1,715

317
地域生活支援事
業

25,131
重点配分1.3.1.2.3.1

17,639 19,015 0.80

930 1,152

1,152

ソフト事業 17,639 19,015 25,131 6,472

前年度並
み配分

0 0

普通
前年度並
み配分

1.3.1.2.3.1
1,479 1,170

1,2131,239

117 0.95
1.3.1.2.1.1

0 0 117 7,685
普通

0.15

246,144

906,933

新たに制定された障害者総合支援法に基づき、障害のある人の地域での自立した生活を支
援するため各種サービスの利用を促進するとともに、自立した生活へ向けた障害者施策の充
実を図る。

第2～3期障害福
祉計画の目標値
（H21～H26まで）

288,799 53,392

高齢障害者のサービス調整

虐待防止ネットワーク

○障害者本人・・・障害者団体への積極的な加入。地域行事への参加。
○市民・・・ボランティア活動への積極的な参加。災害時の要援護者に対する支援。
○企業・・・雇用対策、就労の促進。
○行政・・・障害福祉サービスの拡充。障害者基幹相談支援センター開設に基ずく相談支援体制の確立、及び就労支援・地域移行支
援・地域定着支援の推進。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　社会福祉課施策コード

311

312

調査は実施していないが、地域自立支
援協議会を開催し定例会等で地域の
情報を共有し、具体的課題について協
議している。

6.60

Ｈ23

相談指導事業

高齢者福祉課
子育て支援課

高齢者福祉課 介護保険事業

居宅サービスや施設サービスを利用しながら、地域での生活が継続しているものと思われ
る。

877,804 880,346

他団体等
の状況

263,031

法定事務

補助金・負担金

法定事務
314

サービス支給決定
事業

564
障害者手帳交付
事務

318

所属

130

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

第2～3期障害福
祉計画の目標値
（H21～H26まで）

53 56

障害者の雇用啓発、就労促進に努め安定し
た生活と生きがいづくりを推進する

79.1%

目標値

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 73.9%

実績 51
人

260

54 53

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －75.8%

－ －

－
共同生活援助（グループ
ホーム）月平均利用者

目標

260

100.0%

－

260

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

障害のあるなしに関わらずお互いに尊重し合い共に生活し活動
できる社会・地域づくりが必要であり、そのためには障害のある
人が積極的に意見を述べ地域について共に考え行動に結びつけ
られる場の構築が必要である。

68

86.9% － －

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16019 福祉保健部 社会福祉課（障害福祉の充実）.xls



障害福祉の充実（子育て支援課）

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

課長　可愛川　實知則
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1283

基本方針

16020
電話

役職・氏名

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

 精神又は身体に障害を有する児童の福祉の増進を図ることを目的として、20歳未満で法令により
定められた障害を有する児童を家庭で監護・養育している父母又は養育者に特別児童扶養手当を
支給している。

重点化

①　住民意識調査
結果

③　施策の現状と
課題

合計

④　施策の意図、
今後の展望

 精神又は身体に障害を有する児童について、本手当てを支給することにより障害児の福祉の増進
を図る。
 療育相談などの情報収集機会を活用して幼少期からの障害の早期発見に努めるなかで、子育て
支援員などによる相談・支援体制の強化を図る。

評価値の推移

受付処理件数 実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標
件

－

障害児福祉の増進 受付件数・受給者数

Ｈ25

－

－ － －

－

105

Ｈ26 Ｈ28

目標

達成率

実績

施策指標名

－

％

単位

－ －－

達成率

目標

実績

達成率 ％

特別児童扶養手
当事業

315

－ －

－ －

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

広島県から手当を支給
法定事務 0 1 9 2,844

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.2.4.1.1

515

Ｈ26予算

経費区分

指標の説明

Ｈ24決算

572 600 0.35
普通

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

0

600

幼少期からの障害の早期発見に努めるとともに、その父母や養育者への相談・支援体制の
充実を図る。
「施策評価コード16019 障害福祉の充実（社会福祉課）」を補完する事業として連携しながら施
策を推進する。

3月末現在　1級＋
2級

9 2,844

障がいに関する手帳の交付担当課との情報連携

市民への特別児童扶養手当制度の周知普及に引き続き務める。
身体障害者手帳・療育手帳の申請交付事務を担当する社会福祉課との連携を密にし、そこか
らの支給対象児童の情報により特別児童扶養手当の申請漏れを無くする。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　子育て支援課施策コード

0.35

Ｈ23

社会福祉課 障害者手帳交付事務

手当に関する相談・各種届出等の受付件数、受給者数ともに増加している。

515 572

他団体等
の状況

1

所属

－ －

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

手当に関する相
談・各種届け出等
の受付

90 95

－

目標値

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ －

実績 53
人

56 63

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －

－ －

－受給者数

目標

－

－

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

－ －

－ － －

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16020 福祉保健部 子育て支援課（障害福祉の充実）.xls



事務事業名ＣＤ

広島県

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

低所得者それぞれの実情に応じて、生活の安定と早期自
立を図るため、諸制度の適切な利用や相談体制の充実を
図りながら、必要な支援を行う。

100 100

107.4% － －

－

目標値の設定はで
きない

計画した訪問のうち計画
月に実施した訪問実績率

目標

100

106.5%

－

100

106.5 107.4

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －0.0%

－ －

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 118.9%

実績 118.9
％

100
目標達成者数/事
業参加者数

所属

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

目標値の設定はで
きない

205 198

経済的自立と生活意欲の助長と施策・制度の
活用

目標値

Ｈ23 ・平成20年の経済不況の影響により保護世帯数は増加の傾向にあったが、平成24年度に入り、稼働が可能
な者の就労が相次いだこともあって廃止件数も増え、現在は微減傾向にある。
・引き続き、適正な保護の実施と充実した指導援助を行うため、対象世帯の状況に応じた訪問頻度の格付け
を行い、年間計画に沿った訪問調査活動を実施している。

392,401 379,222

他団体等
の状況

114,006

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　社会福祉課施策コード

6.00

生活保護受給者等就労支援事業への参加を促進するため、ハローワークとの連携を密にし、
事業参加者全員の就労、及びそれに基づく生活の自立を図る。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

・生活保護受給者等就労支援事業への参加を促進するため、ハローワークとの連携による就
労支援ネットワークを積極的に活用する。
・保護制度の適正な運用（漏給防止・濫給防止）を促進するため、関係機関との連携の強化を
図るとともに、他法他施策（年金・手当等の受給権の確認）の活用を行う。

年間訪問実績数/
年間訪問計画数

92,035 48,538

★

92,826

375,097

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

指標の説明

Ｈ24決算

379,222 375,097 6.00
高い 重点配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.3.1.1.1

392,401

Ｈ26予算

経費区分

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

法定事務 92,826 114,006 92,035 48,538
生活保護事業558

－ －

9.64 － －
％

100

平均保護率

目標

実績 10.76

達成率 ％

10.34

025

25.0%

施策指標名

％ 30.0%

％

単位

100 100100

達成率

就労支援事業における目
標達成率

目標 100

達成率

実績 30

Ｈ25

－

186

Ｈ26 Ｈ28

世帯
－

保護を必要とする世帯の把握 年平均保護世帯数

評価値の推移

月平均保護世帯数 実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標

合計

就労支援事業における目標達成率

訪問実績率

④　施策の意図、
今後の展望

・保護を必要とする世帯の実情を的確に把握し、生活保護制度の適正な運用をすすめる。
・生活上の諸問題について適切な指導助言を行い、自立を援助していくため、関係機関との連携を
強化し、情報提供、相談・指導の充実を図る。
・生活の実態に応じた適切な援助を行い、経済的自立、及び社会的自立を促進していくため、各種
施策・制度の有効活用を図る。

③　施策の現状と
課題

生活保護制度の適正な運用

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

リーマンショックによる経済不況の影響から生活困窮者が増大したことにより、平成21年1月頃から増加傾向
にあった生活保護世帯数は、緩やかな景気回復の影響もあり、平成24年初頭から微減傾向が続く状況にあ
る。保護の相談・申請に関しては、本人の申請に対する意思確認を行い漏給防止に努めている。また生活保
護法の実施運営に当たっては必要なケースに対しては必要な保護を行いつつ、関係機関との連携を強化しな
がら、他法他施策の活用を積極的に図りながら、利用者の生活的・社会的・経済的な自立を図ると共に、生活
意欲の向上に向けた適切な指導・助言を行い、援助をすすめる。

重点化

①　住民意識調査
結果

電話

役職・氏名低所得者の自立促進

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

岡島　勤
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826 - 42 -5615

基本方針

16021

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16021 福祉保健部 社会福祉課（低所得者の自立促進）.xls



ひとり親家庭、寡婦の福祉の充実

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

課長　可愛川　實知則
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1283

基本方針

16022
電話

役職・氏名

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

ひとり親家庭の増加により、児童扶養手当の請求件数も増加しており、また認定請求の審査が複雑な事例も
増加している。ネグレクト等の児童虐待や児童相談も増加傾向にあり、また相談内容も複雑化している。
母子自立支援員１名を配置して、母子家庭への家庭訪問等により、相談支援や必要な指導を行っている。
ＤＶ被害を受けた母子の周辺保護と生活再建のため、3ヶ所の母子生活支援施設に措置を委託している。実
際、自立には年数も要するケースがほとんどである。

重点化

①　住民意識調査
結果

③　施策の現状と
課題

合計

④　施策の意図、
今後の展望

母子家庭・ＤＶ被害の増加等の社会状況の変化に柔軟に対応し、母子家庭の自立支援・生活支援
体制の充実に努める、とともに、安芸高田市虐待等防止ネットワークにおいて、関係機関との連携
を強化する。
きめ細かな相談支援が行えるよう、関係機関との連携・役割分担に基づく中で、一体的で効果的な
支援の促進を図る。
母子家庭高等技能訓練促進事業（母子家庭等の経済的な自立を支援するため、母親等が看護師
などの資格を取得する間の生活費軽減する手手・一時金を支給）の普及、利用の促進を図る。

評価値の推移

児童扶養手当件数 実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標
世帯

－

母子家庭・ＤＶ被害の増加 児童扶養手当件数・母子自立支援相談件数

Ｈ25

－

－ － 218

－

217

Ｈ26 Ｈ28

母子家庭高等技能訓練
促進事業受給世帯数

目標 －

達成率

実績 －

施策指標名

99.5%

％ －

件

単位

－ －－

達成率

10

－

1

目標

実績

達成率 ％

母子自立支援事
業

323

－ －

－ －

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

ソフト事業 65,033 65,435 68,630 6,907
前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存 1.3.2.3.1.1
1.3.2.4.2.2

103,437

Ｈ26予算

経費区分

指標の説明

Ｈ24決算

20歳未満の児童を扶養している母子（父子）等に対し、経済的自立の助成と生
活意欲の助長を図り、合わせてその児童の福祉のための必要な資金の貸付
行う。

103,007 107,808 0.85
普通

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

65,033

107,808

母子自立支援員ほか職員の相談・支援スキルの向上努めるとともに、関係機関・団体との連
携の強化に努めることで、相談・支援体制を充実させる。
母子家庭等高等技能訓練促進事業の啓発・普及により、母親等の資格の取得を促進し、母
子家庭等の経済的な自立を支援する。

母子自立支援員
相談指導結果報
告書より

68,630 6,907

市内６町の母子寡婦福祉会をもって構成　構成員133名
福祉の推進を図る

母子寡婦福祉資金貸付

児童・高齢者・障害者虐待、ＤＶ被害者に迅速かつ適切に対処するため、関係機関・
団体及び関連する職務に従事する者その他関係者が連携を強化して、これらの虐
待及びＤＶの防止に資するとともに、その啓発活動に努める。

安芸高田市虐待等防止ネットワーク
社会福祉課・高齢者福
祉課・子育て支援課

関係機関と連携し、就業相談や雇用情報の提供など就労面での支援体制を強化する必要が
ある。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　子育て支援課施策コード

0.85

Ｈ23

広島県

母子寡婦福祉連合会 制度周知

児童扶養手当受給件数は年々増加の傾向にある。また、相談についても、相談内容が複雑
化しており、支援対応に時間を要するケーースが増加している。

103,437 103,007

他団体等
の状況

65,435

所属

217 217

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

3月末現在受給世
帯数(除 全部支給
停止）

216 218

－

目標値

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ －

実績 126
人

1 年度末現在

94 58

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －100.0%

－ －

－母子自立支援相談件数

目標

1

－

－

－

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

－ －

－ － －

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16022 福祉保健部 子育て支援課（ひとり親家庭、寡婦の福祉の充実）.xls



事務事業名ＣＤ

庄原市0.25
三次市0.26

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

国保税が高いと言われる。個人の負担を軽減するためには、健
康づくりの充実は勿論であるが、ジェネリック医薬品の推進、重複
受診や多受診者の指導等も図り、医療費の適正化に取り組むこ
とが必要である。

65 65

0.8% － －

－

過誤調整した額を診療報
酬保険者負担総額で除
して得た率
県内5位である。

特定健診受診率

目標 県　18.7
三次市34.7
庄原市36.5

県　26.5
三次市27.8
庄原市23.0

45

0.7%

－

45

47.6 51.5

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －0.4%

－ －

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 0.7%

実績 48.1
％

45 安芸高田市特定健康診査
等実施計画に基づき目標
値を設定。平成24年度では
国が示している目標値は、
４５％

所属

- -

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

広島県・広島県国民健
康保険団体連合会資
料国民健康保険現況
から抜粋

409453 418899

特定健診結果により特定保健指導を行う。

－

目標値

法定事務

既存
01.01.01.01.01

法定事務

法定事務
330

国保運営協議会
運営事業

339
後期高齢者医療
保険事業

333

Ｈ23

普及啓発活動事
業

市（健康倍増計画） 生活習慣病重症化予防事業

１人当たり医療費費用額は、昨年度より僅かながら減少した。重症化予防事業も一つの要因
になったと考えられる。特定検診の受診率は僅かながら上昇しており、県内ではトップクラスで
ある。今後受診率が低下しないように取り組み、予防活動に努める必要がある。

4,260,777 4,698,108

他団体等
の状況

1,430,000

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　保健医療課施策コード

326

327

国保被保険者数
　　　　　H23　7.704人　　H24　7,511人
後期高齢者被保険者数
　　　　　H23　6.725人　　H24　6.694人
国保一人当り医療費
　　　　　H23　409.453円（県内10位）
　　　　　H24　418.027円（県内 5位）

8.18

健康づくりを実践するための情報や知識・機会を提供する。市広報・ホームページ等を活用
し、健康づくりや医療についての普及啓発をする。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

 国民健康保険・後期高齢者医療は、法令の基づく制度であり、健全な事業運営の確立を目指し、全ての事務事業を着実に
執行していくことが重要である。医療費は増加傾向にあり、特定健診や特定保健指導を見据えながら、疾病の早期発見や
健康対策を実践するとともに、新たに来年度より予防事業として若年性生活習慣病予防事業に取り組む。子どものときから
生活習慣を改め、生活習慣病にならないよう指導する。医療費の抑制に今後とも努めるとともに、医師会等関係機関と連携
を図り、ジェネリック医薬品導入の推進を図るために、より啓発を行い、理解を求める取り組みをする。税務課と連携をとり、
国保等収納率向上に努める。後期高齢者医療制度への対応は、引き続き市民の理解が得られるように努める。

安芸高田市特定健康診査
等実施計画に基づき目標
値を設定。平成24年度では
国が示している目標値は、
65％

1,284,594 66,025

若年層の生活習慣病の防止、生活習慣病患者の重症化の防止のた
め、医療機関と連携して対象者の個別指導など対策を実施する。

★

★

前年度並
み配分法定事務 4,833 8,332 9,437 2,825

535
21,195

既存

0.35
普通

19,843

1,292,485

4,668,195

19,927

53,854 61,963 48,027 18,968
515

国民健康保険保
健事業

80,115

0.34

前年度並
み配分

01.04.01.01.02
63,270 92,699

普通
2.35

1,115,708 1.85
01.01.01.01.02

818,600 651,788 673,572 14,933
普通

前年度並
み配分

1,013,494 1,043,510

普通
前年度並
み配分

07.01.02.01.01
399,867 447,715

2,744-42,490 2,744 0

457,210

法定事務 373,941 623,509 501,885 9,605
331

国民健康保険療養
諸費等給付事業

2,943,562 前年度並
み配分

02.01.01.01.05
2,680,556 3,011,325 1.19

2,260

普通

01.03.01.01.01.
2,3793,486

3,047

131

うち一財 うち一財 うち一財

3,940

3,940

Ｈ25決算

700

1,878

99012,104

12,104

2,637

2,637

指標の説明

Ｈ24決算

60,604 46,805 1.12
普通

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
01.01.01.01.02

63,600

Ｈ26予算

経費区分

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

1.7%

法定事務 63,600 60,604 46,805 9,040
資格確認報告事
業

324

3.1% － －

0.22

0.69 － －

0.22
％

45

レセプト点検財政効果率

目標 0.22

実績 0.31

達成率 ％ 1.4%

0.37

17.228.9

0.22

0.6%

0.22

施策指標名

－

％ 0.7%

％

単位

65 6565

達成率

特定保健指導実施率

目標 45

達成率

実績 30.1

Ｈ25

★

－

- - -

－

415355

Ｈ26 Ｈ28

既存

既存

01.01.01.01.02
11,279

法定事務 11,279

1,878
01.01.01.01.02

円
－

0.29
高い

0.24
高い

既存

疾病等において適切な医療を受けることが出来、安心した
生活が送れること。医療費は年々増加傾向にあり、健全運
営のためにも医療費の抑制が必要である。

国保被保険者一人当りの医療費費用額

法定事務

庄原市
387.723円
三次市
406.921円

評価値の推移

国保被保険者一人当り医
療費費用額

実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標

合計

国民健康保険制
度運営事業

医療費の抑制・適正化対策としてレセプト点
検の効果をみる。

レセプト点検財政効果率

特定保健指導率

特定健診受診率

④　施策の意図、
今後の展望

保険制度は、保険給付と負担とのバランスを確保しながら、健全な事業運営を実現させ、市民の健康保
持・増進・生活の安定を目指す。財源の確保や収納率向上を図るとともに、医療保険全般にわたる啓発
活動を推進し、健全な事業運営の確立に努める。国民健康保険・後期高齢者医療ともに、住民の健康の
保持増進を図り、医療費の抑制に努め、市民の主体的な健康づくりを促進するとともにジェネリック医薬
品の利用促進を図る。特定健診・特定保健指導については、平成24年度で国の目標値を達成しないと
後期高齢者拠出金に10％の加算・減算がされこと、また、疾病の早期発見からも受診率向上に努める必
要がある。

後期高齢者医療
保険保健事業

ソフト事業

前年度並
み配分

1,937

0.28

③　施策の現状と
課題

既存

既存

01.01.02.01.01
3,504

131

ソフト事業

既存

既存

1,372

2,379

3,047 0.17
329

国保連合会負担
金事業

3,486

3,504

生活習慣病予防及び疾病の早期発見・早期
治療のため特定健診を行う。

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

医療費は恒常的に上昇の傾向を辿っている。国の医療制度改革等見据えながら、疾病の早期発
見や健康づくりを実践し、医療費の抑制や健康増進に努める。収納率向上対策・保健師による多受
診、重複受診者の訪問指導・人間ドックや特定健診等検診費用の助成・医療費通知・広報紙や
ホームページによる広報等を実施している。国保財政の健全運営に努める。後期高齢者医療は、
事業の管理運営は後期高齢者医療広域連合が行うが窓口業務、徴収業務について行う。

重点化

①　住民意識調査
結果

普通
前年度並
み配分

普通

電話

役職・氏名

前年度並
み配分

重点配分
990

レセプト点検事務
事業 2,341

700

社会保障制度の適正な運営

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

中元　寿文
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-42-5633

基本方針

16023

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16023 福祉保健部 保健医療課（社会保障制度の適正な運営）.xls



89.3%

－

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

300 330

100.0% － －

既存

既存

－

－

高齢者在宅福祉の充実

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 100.3%

実績 301
人

268 300

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －

－ －

－

目標

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　高齢者福祉課施策コード

286

568

高齢者の生きがいと健康づくりの充実
と、就労による社会参加について大き
なニーズがある。

1.35

高齢者地域福祉
推進事業

191,004 146,726

107,126

①敬老事業については、今後とも社会福祉意識の高揚を図るため、事業継続が必要である。
②老人クラブ連合会及び、シルバー人材センターの両団体への支援を行い、活性化を行う。

シルバー人材セン
ター総会資料によ
る

0 10,850

①敬老事業については、高齢化に伴い後年度の負担増が見込まれるが、互助の地域づくり
の観点から必要な事業である。②老人クラブの活性化。③シルバー人材センターの充実

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

①後期高齢者の増加により、敬老会参加率が伸び悩む傾向にある。②老人クラブ会員数につ
いては、高齢会員の退会、新規会員の減少により会員数が減少し、平均年齢も高齢化してい
る。③シルバー人材センター会員についても同様な状況である。

老人クラブ加入者
数/高齢者数（4月
1日現在）

150,396

①高齢者の自主的な生きがいと、健康づくりの支援
②高齢者の社会参加及び、就労支援

0

Ｈ24決算

10,412 0.35
普通

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

39,620

136,314

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

補助金・負担金 10,541 10,412 2,813
前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.1.3.1.1

10,541

Ｈ26予算

経費区分

96,714

0

0

指標の説明

目標

実績

達成率 ％

敬老事業262

－ －

－ －

Ｈ23
他団体等
の状況

35 35

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

目標

達成率

実績

施策指標名

91.8%

％

単位

300 300300

達成率

36.1 34.7

82.2%

シルバー人材センター会
員数

老人クラブ加入率 実績

達成率

法定事務 100,235

38,158
1.3.1.3.1.1

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ28

目標値評価値の推移

Ｈ24

ソフト事業

合計

シルバー人材センター会員数

④　施策の意図、
今後の展望

％

目標
％

－

－

43.9 37.8 37.8

91.8%

34.7

高齢者の健康づくり、介護予防支援 老人クラブによる活動

高齢者の就労支援

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

①高齢化が進む中、生きがいの増進、高齢者の社会参加など豊かな高齢社会の実現に向け地域
全体で取り組む必要がある。
②自主的な健康づくり、介護予防、生きがいづくり及び、社会参加の促進は益々重要になってい
る。
③高齢社会の進展により、豊かな知識・経験・技能を有する高齢者が増加し、就労意欲を持つ高齢
者にとって就労・雇用機会の拡大が必要である。

重点化

③　施策の現状と
課題

①　住民意識調査
結果

削減配分

前年度並
み配分

老人保護措置事
業 4,822

3,215

0.60
普通

0.40
普通

1.3.1.3.1.2
142,305

課長　岩﨑　猛
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1281

基本方針

16024
電話

役職・氏名

所属

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16024 福祉保健部 高齢者福祉課（高齢者在宅福祉の充実）.xlsx



課長　岩﨑　猛
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1281

基本方針

16025
電話

役職・氏名

所属

前年度並
み配分

前年度並
み配分

介護保険料賦課
徴収事業 7,964

16,350

13.2
3,799,965

1.00
普通

2.05
普通

13.1.2.1.1.1
529

①　住民意識調査
結果

普通
前年度並
み配分

普通

既存

既存

6,831

2,009

0.85
275

介護保険給付事
業

1,984

481,073

前年度並
み配分

0.25

3,215 0.40

サービス利用の推進 介護サービス利用率

要介護度の改善

介護保険の適正な利用

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

①高齢化が進行し、後期高齢者、認知症高齢者及び、在宅の要介護者が増加している。
②高齢者の一人世帯や高齢者のみ世帯が増加している。
③介護サービス基盤の整備を推進する必要がある。
④高齢者がいつまでも自宅で生活したいという願望に応えるため、在宅介護サービス基盤、地域医
療体制、地域生活を支えるサービス等｢地域包括ケアシステム｣の実現に向けた取り組みが求めら
れる。

重点化

③　施策の現状と
課題

％

目標
％

－

－

77.42 85.98 88.74

96.6%

82.41

法定事務 529

32,859
13.1.3

Ｈ25

★

Ｈ26 Ｈ28

13.1.1.1

13.1.1.1
3,668

目標値評価値の推移

Ｈ24

法定事務

合計

要介護度が維持又は軽度になった割合

要介護・要支援認定者数に対する介護サービス受給者の割
合

④　施策の意図、
今後の展望

目標

達成率

実績

施策指標名

92.9%

％

単位

85.98 88.74－

達成率

82.10 83.04

106.0%

介護保険利用率

介護ｻｰﾋﾞｽ利用率（月平
均）

実績

達成率

目標

実績

達成率 ％

介護保険制度運
営事業

272

－ －

－ －

514
介護給付費等適
正化事業

Ｈ23
他団体等
の状況

91.72

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

法定事務 700 2,751 5,224
前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
13.1.1.1

700

Ｈ26予算

経費区分

496

30,042

30,042

指標の説明

Ｈ24決算

3,512 0.65
普通

うち一財 うち一財 うち一財

3,882,570

491,239

Ｈ25決算

32,859

496

2,009

普通

2,0091,984

前年度並
み配分法定事務 3,668 3,215 3,215

既存

0

①施設サービス基盤については、介護保険料負担を勘案しながら、慎重に検討する必要があ
る。②住み慣れた地域や家庭で安心して暮らし続けることができるよう、医療・介護・予防・住
まい・生活支援などのサービスを切れ目なく提供できる連携体制（地域包括ケアシステム）の
構築を進める

介護サービス受給
者数/要介護・要
支援認定者数

0 41,593

第5期介護保険事業計画の2年目を迎え、中間評価の実施と、第6期介護保険事業計画の策
定に向けた準備を行う必要がある。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

①介護サービス給付費の中で大きなウェイトを占めるのは居宅サービスと施設サービスであ
る。②各介護サービス給付費の増及び、介護施設の整備により、介護保険料基準額が6,000
円となり県内でもトップクラスとなった。

介護サービス利用
者数/要介護認定
者数

520,813

①一人暮らし高齢者や高齢者世帯の増加で、施設入所の希望は高く、特別養護老人ホームの入
所待機者は603 名（平成24年4月1日広島県調査）に及び、適正な入所定員の確保が必要である。
②在宅の要介護高齢者の増加に伴い、在宅介護サービス基盤の整備、地域密着型サービス基盤
の整備、地域生活を支援するサービス及び、家族介護への支援が求められる。

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　高齢者福祉課施策コード

273

274

第5期介護保険事業計画の「高齢者に
関する実態調査」によると、介護が必
要になったとき、暮らしたい場所として
は「自宅」が64.8％、施設が26.4％とい
う結果となった。

5.20

介護保険要介護
認定事業

3,839,705 3,921,844

529,752

法定事務

法定事務
277

介護サービス基盤
整備事業

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ －

実績 －
％

83.06 82.63

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －

－ －

－

目標

96.6%

－

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

91.72

93.1% － －

既存

既存

－

－

介護保険制度の運営

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16025 福祉保健部 高齢者福祉課（介護保険制度の運営）.xlsx



課長　岩﨑　猛
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1281

基本方針

16027
電話

役職・氏名

所属

前年度並
み配分

前年度並
み配分

家族介護支援事
業 5,625

804

1.3.1.3.1.1
11,534

0.70
普通

0.10
普通

13.4.2.6.1.1
18,046

①　住民意識調査
結果

普通
前年度並
み配分

既存

3,616

0.45
569 生活支援事業

11,534

いつまでも自宅で生活したい 第1号被保険者の介護認定率

地域全体の介護力を高める施策の充実

地域生活を支えるサービスの充実

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

①少子高齢化の進展は、一人暮らし高齢者・高齢者のみ世帯を増加させ、家族や地域の互助の力
を弱体化させた。
②家族の介護負担を軽減化させるため、介護保険サービス等の公的サービスを一層充実する必要
がある。
③公的サービスで賄いきれないきめ細やかな支援を行うためには、家族をはじめ地域で助け合うイ
ンフォーマルサービスの提供が必要である。

重点化

③　施策の現状と
課題

％

目標
％

－

－

500 500 500

64.0%

321

法定事務 8,470

15,673
1.3.1.3.1.1

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ28

目標値評価値の推移

Ｈ24

法定事務

合計

生活・介護サポーター養成者数

配食サービス利用食数

④　施策の意図、
今後の展望

生活・介護サポーター養
成者数

目標 100

達成率

実績 86

施策指標名

64.2%

％ 86.0%

人

単位

15,000 13,00013,000

達成率

40

305 320

61.0%

配食サービス利用食数

登録訪問員登録者数 実績

達成率

3238

95.0%

目標

実績

達成率 ％

在宅支援事業283

－ －

－ －

Ｈ23
他団体等
の状況

500 500

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

法定事務 5,657 0 5,625
前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.1.3.1.1

5,657

Ｈ26予算

経費区分

9,769

0

0

指標の説明

Ｈ24決算

0 0.70
普通

うち一財 うち一財 うち一財

11,269

11,269

Ｈ25決算

14,317

21,451

0

①配食サービスをはじめとする各在宅サービスについて、利用者のニーズに対応した見直し
と、制度の周知を図る。②生活・介護サポーター養成講座の継続実施と継続研修を実施し、
生活・介護サポーターとしての意識の高揚を図る。③安心生活創造事業の目的を広く市民に
周知すると同時にサービス利用者の拡大を図る。④新たな事業展開を図る上で、財源の確保
が必要である。

目標配食数：第5
期介護保険事業
計画

0 15,670

①引き続き生活介護サポーター500名の養成を目標に養成講座を実施する。②安心生活創
造事業の対象者の把握を随時行う。③配食サービス利用者のニーズの把握を行い、ニーズ
に添ったサービスの展開を検討する。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

①配食サービスについては、地域により利用者のニーズに添えない実態がある。②平成25年
度末で生活・介護サポーター養成講座修了者は443名となり、この内3332名に安心生活創造
事業の登録訪問員として登録を頂いた。

39,978

①高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、介護サービスの充実を目的に介護職の
養成を図り、家族介護の社会的意義を高めると共に、市民の連帯による共助を再構築し、市民と行
政の協働のまちづくりを行う｢市民総ヘルパー構想｣を展開する。
②｢市民総ヘルパー構想｣を具現化し、支援が必要な高齢者と、家族・地域が一体となった総合的
な支援を行う施策の創造と見直しを行う。

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　高齢者福祉課施策コード

284

287

第5期介護保険事業計画の「高齢者に関す
る実態調査」による第5期介護保険事業計
画の「高齢者に関する実態調査」によると、
介護が必要になったとき、暮らしたい場所と
しては「自宅」が64.8％、施設が26.4％とい
う結果となった。

1.95

高齢者相談事業

50,910 32,720

21,038

法定事務

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 100.9%

実績 13,118
人

40
目標：500名　平成
25年度末：443名

11,188 9,766

普通

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －80.0%

－ －

－

目標

40

74.6%

－

40

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

13,000 13,000

75.1% － －

既存

既存

－

－

市民総ヘルパー推進事業

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16027 福祉保健部 高齢者福祉課（市民総ヘルパー推進事業）.xlsx



２４時間保育の充実

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

課長　可愛川 實知則
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826-47-1283

基本方針

16026
電話

役職・氏名

保育所緊急整備補助
事業(H25繰越)

重点配分

前年度並
み配分97,807

私立保育園支援
事業 3,657

30,881

H23.12.施設型一時預
り・病後児預りスタート

待機児童（保育所）

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

公立保育所施設においては、築30年以上経過している施設が4施設あり、老朽化が進み建て替えや補修修繕が必要である。
　私立保育所と公立保育所とは延長保育等のサービスの格差があり、公立保育所において、時間延長・一時保育・土曜保育の要望等があ
る。また待機児童としては、地元近燐の保育所への希望により、2歳未満児の途中入所については、若干の待機があり、保育スペースの確保
及び保育士の体制が整うまで待機の状況となる。
 現在放課後児童施設は、地域によって利用児童にばらつきが顕著にみられ、過密状態での施設については、安全性の確保のため待機して
もらっている状況がある。利用時間の延長については、保護者ニーズに対応するため、平成22年4月から前後30分の時間延長を実施してい
る、
 施設（子育て支援センター）での一時預り・病後児預り事業を平成23年12月からスタートさせている。

重点化

①　住民意識調査
結果

高い
前年度並
み配分

高い

既存

既存

7,720

2,232

71,195 0.95
305

児童館・児童クラ
ブ事業

2,282

42,093

前年度並
み配分

6,907

0.45

③　施策の現状と
課題

H25新規

1.3.2.4.1
71,917

4,548

施設維持管理

合計

支援センター一時
預り事業

ファミリーサポートセンター事業の充実 ファミリーサポートセンターへの登録者数・利用人数

児童館・児童クラブの入会者数・利用人数・充足率

待機児童数

④　施策の意図、
今後の展望

保育ニーズに対応した質の高い保育内容や保育サービスの充実を図り、民間活力の導入や統廃合を視野に入れた保育所の運営等を推進す
る。昨年度実施の検討をした公立保育所の土曜日終日保育については、10園の内5園において平成25年4月から試行実施をしている。
 保育施設については、保育所適正配置に向けて、幼保一元化を視野に入れた認定子ども園等の新設並びに統廃合を計画的に進める。　向
原こばと園の民営化については、設立運営法人㈳三篠会により12月に新園舎の建設が完了し、保育の引継ぎを経て平成26年4月に民設民営
保育園としてスタートをする。
 共働き家庭の増加により2歳未満児の途中入所希望者の増加に伴い、引き続き保育士の確保が課題となる。
 ファミリー・サポート事業における宿泊・病後児預かりの拡充により、地域で支える子育て支援事業に取り組み、２４時間保育施策の充実を図
る。　施設型の一時預り・病後児預り制度について、子育て家庭へ利用の普及を図る。
　放課後児童の安全確保と健全育成を図るため、既存の空き施設の有効利用を考慮して施設整備などにより受入定員の増加を図る。

評価値の推移

園児数の推移 実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標
人

－

0.45
高い

0.85
高い

H25新規

保育所の充実 入所児童数・定員充足率

既存

既存

1.3.2.2.1.2
245,731

ソフト事業 80,452

0
1.3.2.2.2.1

Ｈ25

－

1020 1020 1020

79.3%

800

Ｈ26 Ｈ28

放課後児童施設入会者
数

目標 625

達成率

実績 578

施策指標名

78.4%

％ 92.5%

人

単位

0 00

達成率

73.0%

79

602581

100

93.0%

100 100
人

655

ファミリーサポートセン
ター登録者数

目標 100

実績 73

達成率 ％

保育所運営事業
（公立）

299

85.0% － －

100

85 － －

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

79.0%

ソフト事業 577,150 597,175 592,094 10,564
前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.2.2.1.2

729,497

Ｈ26予算

経費区分

76,621

137,226

15,247

指標の説明

Ｈ24決算

739,675 710,000 1.30
高い

うち一財 うち一財 うち一財

70,656

37,207

Ｈ25決算

30,881

0

327,399251,330

3,657

高い

1.3.2.4.2.1
4,0754,222

35,972

2,698

570
保育所運営事業
（指定管理）

68,350 前年度並
み配分

1.3.2.2.2.1
68,110 68,350 0.40

4,005 6,605

9,600 施設型一時預り・病後
児預り

みつや保育所(301から
独立)ソフト事業 68,110 68,350 68,350 3,250

高い
前年度並
み配分

1.3.2.4.2.1
8,000 7,000

3,2508,000

0.40

778,087

1,221,973

　平成23年3月に策定し、保護者説明会等で説明・広報した「保育所規模適正化推進計画」による保育所の統廃合及び民営化の計画推進にあたっては、今
後も施設の老朽化が進んだ保育所を優先して取り組む。
　次世代育成支援行動計画（後期計画H22～26年度）に基づいて、公立保育所の土曜日午後の保育・一時保育などの新たな取り組みを推進する。平成25
年4月1日から公立保育所の土曜日終日保育（旧町単位で1保育所）を試行実施し、平成26年度は本格実施をする。
　放課後児童施設は、学校規模適正化計画（H23-27年度）による小学校統合に整合させて、基本的に統合先の小学校敷地内に必要な施設を整備する。
　ファミリーサポートセンター事業の充実及び施設型の一時預り・病後児預り事業の周知と充実など、家庭・地域・行政の協働により子育てを支え合い安心し
て子育てができる「24時間保育体制」を確立をしていくことが重要である。

10月1日現在の待
機児童数

834,407 39,005

川根小学校児童を対象に地域内の施設を利用して、学習やス
ポーツ・文化活動等の取り組みを実施している。

★

★

　平成26年4月新設開園の向原こばと園について、設立運営法人の㈳三篠会と綿密な連携のなかで、保護者ほか関係者へ情報共有を図りながら保育の引
継ぎなどスムーズな民間への移行を行うことができた。引き続き、美土里町の保育所の統合事業並びに吉田保育所の指定管理者制度の導入を推進する。
  年当初は保育所受け入れ体制の確保をしているが、年中途の待機児童（3歳未満児）を発生させないために非常勤保育士の雇用について様々な情報を活
用して確保に努める。　放課後児童施設は、平成25年4月1日第2めだか児童クラブの開設を行い受入れ定員を増加させたが、引き続き定員超過クラブにつ
いて、空き教室の活用等によりその解消を図る。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　子育て支援課施策コード

300

301

未就労母親の就労希望（次世代支援ニーズ調査）
●すぐにでも又は、1年以内には働きたい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35.3%
●子どもがある程度大きくなったら(1年より先)働きたい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52.9%
●働くつもりはない　　　　　　　　　　　　　　　　5.9%
●無回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5.9%

4.80

Ｈ23

保育所施設整備
事業

教育委員会 かわね放課後子ども教室

　対象年齢の緩やかな減少傾向の中、園児数もやや減少傾向で推移している。　　待機児童について、平成23年度はゼロでしたが、昨年度及び今年度は年
度中途で10人前後発生した。　待機児童は3歳未満児に限られていた。
　放課後児童施設利用希望者は増加傾向で、定員超過となった施設が３施設あり、入会待機児童が３施設で発生した。既存施設の改修により受入れ児童
数の増加を図った。昨年度に比して状況は改善している。逆に、定員を10人以上割り込んでいる施設が４施設あり、地域により状況に格差がある。
　ファミリーサポートセンター事業の会員数は、横ばいからやや増加傾向である。利用件数は大幅に増加している。

1,127,477 1,278,312

他団体等
の状況

800,837

ソフト事業

ソフト事業

ソフト事業
306

ファミリーサポート
センター事業

571

所属

1030 1030

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

3月1日現在 公立・私
立保育所15カ所。
参考：目標には定員
を記入。

853 809

放課後児童施設での待機児童の解消

83.6%

目標値

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 100.0%

実績 0
人

655 4月1日登録人数。
参考：目標には定
数を記入。

9 9

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －91.9%

－ －

－

3月末での提供会
員数(両方会員を
含む)

保育所待機児童数

目標

655

－

625

事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

子どもがある程度大きくなったら働きたいが過半数を占めている。
未就労理由としては、働きながら子育てできる仕事が無いからが半数近くおら
れ、また保育サービスが利用できれば働きたいが1割程度あり、保育サービス
の充実が求められている。

0 0

－ －

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価

４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業４．３以外で目的達成に必要な新規事業及び連携させる他機関の事業

５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16026 福祉保健部 子育て支援課（24時間保育の充実）.xls



事務事業名ＣＤ

②　左記結果に対する現状分析、
住民との協議結果

個々の障害のある児童の状況に応じた、保護者を含めた
生活の安定が図られるよう、適切な制度利用や相談体制
の充実を図りながら、必要な支援を行う。

100 100

38.0% － －

－
発達支援教室受講人員
割合

目標

5

50.0%

－

5

50 38

高い

③総合評価
（今後の展開、事務事業の見直し等）

政策への貢献度

－ －254.6%

－ －

（氏名）福祉保健部長 武岡　隆文

％ 65.0%

実績 65
％

5
年間利用回数／
開所日数

所属

36 36

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

35 30

障害児療育支援施設利用による児童の健全
育成、及び保護者の就労支援

72.9%

目標値

Ｈ23

施設支援事業

保健医療課

子育て支援課 虐待防止ネットワーク

療育相談事業及び日常業務における相談体制の強化により、障害や発達上の課題を有する
児童への相談支援対応が図られている。

36,037 48,400

他団体等
の状況

15,206

安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）安芸高田市施策評価シート　（平成25年度施策）

事業主体 新規又は連携が必要な事務事業 説明

福祉保健部　社会福祉課施策コード

319

565

地域自立支援協議会定例会等で情報
の共有を図り、具体的課題について協
議している。

1.15

２４時間保育事業子育て支援課

県の発達障害者支援体制整備事業を活用し、支援者の研修や啓発活動を行い、発達障害の
理解を促進するとともに、サポートファイルの普及率を上昇させる。

評価コメント評価視点

①施策指標の分析

②平成26年度以降の課題
（事務事業構成、役割分担）

障害がある未就学児の養育・発達支援から就学支援までの、相談支援体制の体系化を図
る。

受講者数/想定され
る支援が必要な乳児
発生数(20人を想定)

16,215 9,302

障害児の権利擁護のため、庁内関係部署との連携

母子保健事業

児童館・児童クラブと障害児療育施設との連携

★

10,727

54,415

うち一財 うち一財 うち一財

Ｈ25決算

35,597

5,480

18,09815,434

3,942

32,231

10,529

指標の説明

Ｈ24決算

発達障害を含め、障害のある児童の早期発見や支援

735 720 0.45
高い

前年度並
み配分

備考
事業種類

重要度 優先度

既存
1.3.2.6.1.1

720

Ｈ26予算

経費区分

人員数(H25)

人件費
主な予算科目

ソフト事業 720 735 720 3,640
障害児童相談支
援事業

316

－ －

－ －

5

目標

実績

達成率 ％

12.736.44

128.8%

施策指標名

77.8%

％ 66.4%

人

単位

100 100100

達成率

障害児療育支援施設１日
の平均利用人員

目標 5

達成率

実績 3.32

Ｈ25

－

48 36 36

83.3%

28

Ｈ26 Ｈ28

既存

既存

1.3.2.6.1.2
17,746

法定事務 4,527

17,571
1.3.2.6.1.1

件
－

0.25
普通

0.45
高い

障害児童相談支援の充実により保護者の負
担を軽減する

相談員による療育相談件数

評価値の推移

相談員による療育相談件
数

実績

Ｈ24

－

－

達成率 ％

目標

合計

障害児療育支援施設利用人員

発達支援教室受講割合

④　施策の意図、
今後の展望

・相談支援事業の充実を図り、サービス利用に関する相談など総合的に支援する。
（平成26年6月、障害者基幹相談支援センターが、こども発達支援センターと共に開設）
・在宅の重度障害者（児）の経済負担を軽減する。
・障害児療育支援事業による児童の健全育成、家族の就労支援を図る。

3,640

③　施策の現状と
課題

法定事務

発達障害児童支援の充実により保護者の育
児不安を軽減する

現状の課題、意図、今後の展望のキーワード 考えられる施策指標候補

障害がある子どもや発達上支援の必要な子どもについての、心身発達上の問題や悩みや育児上
の困りごとの解決を図り、もって、保護者の育児不安や負担感の軽減を図る必要がある。
障害を持つ児童、生徒の放課後の居所をつくり、健全な育成を図るとともに、その家族の就労を支
援する必要がある。

重点化

①　住民意識調査
結果

電話

役職・氏名

前年度並
み配分

前年度並
み配分4,715

障害者手当事業
2,022

10,780

障害児福祉の充実

主要施策 3.社会全体で支える福祉の充実

岡島　勤
作
成
者

総合計画
（基本計画）体系

評価対象
施策名

0826 - 42 -5615

基本方針

16028

１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図１．施策の現状分析及び意図

２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定２．施策指標の検討・設定

３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価３．施策構成事務事業の評価
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５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明５．施策の現状分析に基づく改革案の説明

16028 福祉保健部 社会福祉課（障害児福祉の充実）.xls


